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訪問リハビリテーションの普及を阻害している 

要因と経営課題 

―医療福祉複合体法人の事例からの考察― 

 

溝 口 景 子 

 

キーワード：訪問リハビリテーション、経営課題、地域連携 

１１．．ははじじめめにに  

近年、在宅医療・介護を必要とする利用者の増加とともに、地域生活を継続するた

めのサービスは重要な位置を占めている。退院退所前の訪問指導、介護予防・日常生

活支援、児童福祉法の保育所等訪問支援、難病にも専門職が関わるなど、多様化する

ニーズに対応する必要がある(川越 2020)。 

2018 年度介護報酬改定においても、「介護サービスの適正化」として科学的介護の

実現を目的に VISIT を取り入れられるようになった。サービスの質を管理する仕組み

として効果的・効率的運用も重要な視点となる。介護保険制度におけるサービスの質

について定期的に利用者の状態把握を行い、状態の維持・改善を図れたかどうか評価

することが必要である。また、科学的介護の実現にはデータベースの構築が必要で、

それらを分析し、科学的に自立支援等の効果が裏付けられたサービスを国民に提示し、

介護報酬改定で自立支援に向けたインセンティブを検討された（社保審－介護給付費

分科会資料 2018）。 

2021 年度介護報酬改定では、新たに『感染症や災害への対応力強化』が加わり、

『地域包括ケアシステムの推進』、『自立支援・重度化防止の取組の推進』、『介護人材

の確保・介護現場の革新』、『制度の安定性・持続可能性の確保』を５つの軸とし、リ

ハビリテーションでは制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、科

学的に効果が裏付けられた質の高いサービスの提供を推進することを目的とする改定
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であった（社保審－介護給付費分科会資料 2020）。 

全国の訪問リハビリテーションでは利用者の 65％以上を要介護１～３が占めるが、

平成 19 年度と比較し平成 31 年度で要支援者の利用割合が約５倍に急激に増えている。

今後高齢化が進展し医療ニーズを有する高齢者が増加していくことが想定される中、

効果的かつ効率的に訪問リハビリテーションサービスを提供できるかが、全国の訪問

リハビリテーションを提供している事業所の課題とされている(社保審－介護給付費

分科会資料 2020）。 

Ｍ法人は高齢者の入院医療、医療福祉連携及び在宅支援を重要な目的としており、

亜急性期から回復期、生活期・療養、終末期と幅広く地域展開し、地域リハビリテー

ションを推進している。また、行政からの委託事業や、姉妹法人に社会福祉法人があ

り、高齢者医療介護の複合体経営を地域で展開している。Ｍ病院は、医療法人立の病

院で２病院と老人保健施設および在宅ケアを地域に提供し、医療連携、医療介護連携

に力を入れてきた。Ｍ病院リハビリテーション科訪問部門では、訪問リハビリテーシ

ョンを主とし、一部Ｍ法人訪問看護ステーションにおける理学療法士等の訪問も行っ

ている。Ｍ法人もまた全国の事業所と同様に、多様な医療・介護ニーズに対応しなが

ら、効果的かつ効率的に事業を運営していかなければならない。今後在宅ケアの必要

性と質の向上が謳われる中、社会の変化に応じて、常に地域住民と他事業所からのニ

ーズに対応することが重要であり、事業体に変革が求められる(飯田 2019)。 

２２．．本本研研究究のの目目的的・・方方法法  

Ｍ病院は神戸市東灘区・芦屋市で地域に根差した医療介護サービス提供をしている

が、Ｍ病院の周辺地域では訪問型リハビリテーションサービスを提供している病院や

クリニック、訪問看護ステーションが増えている。Ｍ病院訪問リハビリテーションへ

の紹介件数も増加し、収益増となったが、事業拡大には至っていない。厚生労働省が

公表している情報やＭ病院周辺地域(神戸市東灘区・芦屋市)の現状等から、医療福祉

複合体法人の一事例によるＭ病院訪問リハビリテーションの普及を阻害している要因

と医療福祉複合体の経営課題について検討する。 

各種情報はインターネットを活用し、市区ホームページ、厚生労働省資料、WAMNET、

先行文献から収集した。 
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３３．．結結果果  

3-1．訪問リハビリテーションの概要・基準 

3-1-1．定義 

居宅要介護者について、その者の居宅において、その心身の機能の維持回復を図

り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必要なリハビ

リテーションを提供すること。 

3-1-2．人員基準 

医師：専任の常勤医師１以上(病院、診療所と併設されている事業所、介護老人保健

施設、介護医療院では、当該病院等の常勤医師との兼務で差し支えない。） 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士：適当数置かなければならない。 

3-1-3．設備及び備品 

病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院であること。指定訪問リハビリテ

ーションに必要な設備及び備品等を備えているもの。 

3-1-4．訪問リハビリテーションの一回あたりの事業所収入 

令和３年介護保険報酬改定に伴い、訪問リハビリテーションは一回 20 分以上 307

単位となった(表１)。サービス提供体制強化加算として、勤続７年以上が１名以上従

事していると６単位、勤続３年以上で３単位の算定が可能である。 

月に一回リハビリテーションマネジメント加算(以下、リハマネ加算)として PT・OT

または ST が利用者等に説明・同意を得て医師に報告すると 180 点、医師が利用者等

に説明・同意を得ると 450 点が加算され、さらにリハビリテーション計画を国にフィ

ードバックするとプラス 33 点の加算がある( (Ａ)イ・ロ(Ｂ)イ・ロ)。 

他にも退院・退所直後のリハビリテーションの充実として、週６回を限度とする訪

問リハビリテーションについて、退院・退所後のリハビリテーションの充実を図る観

点から、退院・退所から３か月以内は週 12 回まで算定可能となった。事業所の医師

が計画の作成に係る診療を行わなかった場合、一回マイナス 50 単位の減算となる。 
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表 1：訪問リハビリテーション費 概要 

 

3-2．Ｍ病院周辺の外部環境と全国の状況 

3-2-1．神戸市東灘区の人口推移と要介護者数推移 

令和２年の国勢調査で、神戸市全体では2015年から 2020年にかけて 10,250人の人

口減少(－0.7％)である。神戸市東灘区の人口は 2021 年１月時点で 213,462 人である。

2015 年から 2020 年まで+0.37％と僅かに人口上昇しているが、2020 年を境に 2021 年

には 1,000 人程度(前年度比－0.41％)の減少を認める（図１）。高齢化率は、2015 年

は 23.3％、2021 年は 24.75％と 5 年間で 1.45 ポイント上昇している。 

 
図 1：神戸市東灘区の人口推移（１月１日時点） 

 

神戸市東灘区の総人口の 5.3％が要支援・要介護認定を受けており、65 歳以上にお

訪問リハビリテーション費 307単位/1回
短期集中リハビリ
テーション実施加算※

200単位/1日

介護予防
訪問リハビリテーション費

307単位/1回 リハマネ加算(A)
リハマネ加算(A)イ：180単位/1月
リハマネ加算(A)ロ：213単位/1月

移行支援加算 17単位 リハマネ加算(B)
リハマネ加算(B)イ：450単位/1月
リハマネ加算(B)ロ：483単位/1月

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)
  勤続7年以上1名以上従事

6単位/1回
事業所の医師の診療を
行わなかった場合

マイナス50単位/1回

サービス提供体制強化加算(Ⅱ)
  勤続3年以上1名以上従事

3単位/1回

加算・減算項目

※ 退院退所直後のリハビリテーションの充実を図る観点から、
     退院・退所日から3か月以内は週12回まで算定可能

基本料

5 
 

いては 21.53％が要支援・要介護者である。 

神戸市東灘区と芦屋市の要介護者数は合計17,038名である(表２)。人口は微減の一

方要介護者数は 2020 年２月から 2021 年２月までに 86 人増加しており、2015 年２月

と比較すると2021年２月では1,702人 117.63％の増加を認める(図２)。Ｍ病院周辺

の神戸市東灘区・芦屋市では、介護保険認定者数17,038人中、訪問リハビリテーショ

ンを受けている方は422人 2.48％、訪問看護を受けている方は2,333人 13.69％で

ある。 

 
図 2：神戸市東灘区の要介護者数推移 

 

表 2：2021 年 2 月時点の神戸市東灘区・芦屋市の要介護者数内訳 

 

3-2-2．神戸市東灘区・芦屋市の訪問リハビリテーション・訪問看護の利用者動向 

WAMNET より情報収集した。訪問リハビリテーションの事業所は、東灘区に８件、芦

屋市に５件の計 13 件である。訪問看護ステーションは、東灘区には 26 件、芦屋市に

13 件あり、そのうち訪問看護ステーションにおける理学療法士等の訪問提供事業所は、

東灘区に 17 件、芦屋市に 10 件ある。 

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2  要介護3 要介護4 要介護5 合計
神⼾市 15082 12810 10422 10143 6784 91616
 東灘区 2503 2060 2003 1454 1202 1282 853 11357
芦屋市 1234 673 627 539 481 5681

36375

2127
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ンを受けている方は422人 2.48％、訪問看護を受けている方は2,333人 13.69％で

ある。 

 
図 2：神戸市東灘区の要介護者数推移 
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3-2-2．神戸市東灘区・芦屋市の訪問リハビリテーション・訪問看護の利用者動向 
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神戸市東灘区、芦屋市の介護保険認定者のうち、訪問リハビリテーションを受けてい

る割合は 2.48％、訪問看護を受けている割合は 13.69％である。そのうち、東灘区・

芦屋市のＭ法人のシェア率は、訪問リハビリテーションでは 15.17％でこの地区では

３番目で、訪問看護ステーションは 4.41％である。東灘区・芦屋市の圏域内で訪問リ

ハビリテーションシェア率１位の法人は、リハマネ加算Ⅳ(現リハマネ加算(Ｂ)ロ相

当)と社会参加支援加算(現移行支援加算)を取得算定しており、LIFE を活用し、院

内・院外連携やサービスの質に力を入れていることが推測できる(表３)。シェア率３

位であるＭ病院訪問リハビリテーションは、概ね加算はとれているもののLIFEは活用

できていない。訪問看護ステーションでは、看護とリハビリテーションを提供してい

る事業所は全体の 2/3 程度で、リハビリテーションを提供できている訪問看護ステー

ションは対象患者数が多くシェア率も高い。 
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3-2-3．全国の訪問リハビリテーションと訪問看護の現状 

3-2-3-1．介護保険事業経営実態調査からみた訪問リハビリテーションの実態 

平成28年度～令和１年度決算において、全国の訪問リハビリテーションの１施設・

事業所当たりの収入は増えている一方、支出も増えている。給与費率が 65.2％から令

和 1 年度には 72.3％に増加している。よって差引利益は低くなってきている。全国平

均の訪問回数は 238.6～278.4 回で、収支差率も０～５％が最も多い。 

延べ訪問回数階級別では、401 回以上の訪問で４％の利益率となる。400 回以下で

は 1.1％～-0.8％と利益率は低い。300 回～401 回訪問では常勤 2.6 だが 401 回以上で

は 5.3 と約２倍の人員が従事している(表４)。 

9 
 

 

3-2-3-2．全国訪問看護事業所協会の調査からみた訪問看護ステーションの実態 
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ている居宅介護支援事業所の数が赤字経営のステーションに比べ 1.5 倍多いと報告し

ている。また、平均利用者数も黒字のステーションは 85.1 人、赤字のステーション
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の状況は、リハビリテーション職が多く従事するステーションでは 58％が黒字、３％

が赤字と、他のステーションに比べ赤字の割合が極端に少なかった。 

3-3．Ｍ法人内部環境 

3-3-1．Ｍ病院・Ｍリハビリテーション病院リハビリテーション科人員体制 

Ｍ病院リハビリテーション科の 2020 年度の人員体制は、理学療法士(以下、PT)28

名、作業療法士(以下、OT)20名、言語聴覚士(以下、ST)10名である。そのうち、2021

年４月現在で訪問リハビリテーション従事者は PT４名、OT２名、ST１名である。 

Ｍ病院は１～５年目のセラピストが 68.52%、６～10 年目は 18.52％で若年層の割合

が高く、Ｍリハビリテーション病院は１～５年目は 41.56％、６～10 年目は 45.45%と、

中間層の割合が高い(図３)。 

 
図 3：Ｍ法人病院勤務セラピストの経験年数内訳 

3-3-2．訪問リハビリテーションの対象者と対象範囲 

訪問範囲は神戸市東灘区と芦屋市を主とし、灘区の一部も対象である。Ｍ病院対象

者は、2020 年 10 月は対象患者総数からみた要介護４、５の重度者への関わりが対象

圏域内で一番多かったが、2021 年４月は要介護１、２の比較的軽度の方が増えている

(表５)。ST 介入している訪問リハビリテーション事業所はＭ病院と同法人内の介護老

人保健施設のみで、ST介入が必要な患者ほど介護度が高い傾向にある。PT、OT介入は

他事業所の訪問看護ステーションで、ST 介入のみＭ病院訪問リハビリテーションが担

当することもある。ST の対象疾患は、嚥下に対する介入が多く、失語などの言語に対

11 
 

するアプローチは少ない。WAMNET 情報より、他事業所は重度の要介護者が少なく、要

介護１、２、３の比較的軽度～中等度を対象としていることが多いこともわかった。 

 

表 5：Ｍ病院訪問リハビリテーション利用者の要介護度内訳 

 

3-3-3．法人内・法人外の医師との連携 

2021 年６月現在の訪問リハビリテーション利用者の主治医は、法人内は 55 件、他

病院・他クリニックは 38 病院 55 件である(表６)。Ｍ病院圏域内の神戸市東灘区・芦

屋市にある病院・クリニック（リハビリテーション紹介に関係性が低い病院・クリニ

ックを省く）約 250 病院のうち紹介率は 15.2％である。訪問リハビリテーション開始

にあたりケアマネジャーから連絡を受けるときに、もともとの利用者かかりつけ医で

ある病院・クリニックから指示書をいただくことがほとんどで、Ｍ病院が他病院・ク

リニックから直接紹介を受けることはほぼない。 

 

表 6：法人内・法人外の医師とケアマネジャーとの連携 

 

2020年10月 2021年4月
要支援1 3 2
要支援2 7 10
要介護1 10 20
要介護2 14 18
要介護3 9 10
要介護4 11 14
要介護5 10 10
医療 3 3
自費 9 8
利用者合計 76 95
※入院中、諸事情により中止中などの利用者を含む

M病院医師 院外医師 M法人ケアマネ 他事業所ケアマネ
要支援 5 6 7 5
要介護 46 41 34 54
医療 1 2 2 0
自費 3 6 2 6
合計 55 55 45 65

※サ高住入居者で訪問リハビリテーション利用者21名は他事業所のケアマネが担当。
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3-3-4．法人内・他事業所のケアマネジャーとの連携 

2021 年６月現在の訪問リハビリテーション利用者のケアマネジャー(以下、ケアマ

ネ)は、法人内 45 件で全体の 40.9％を占める。他事業所ケアマネは 65 件・37 事業所

で、そのうち21件（32.3％）は提携しているサービス付き高齢者住宅(以下、サ高住)

のケアマネである(表６)。法人と提携しているサ高住が開設したのが2019年２月で、

他事業所が介護サービスを提供しており、医療連携としてＭ病院訪問リハビリテーシ

ョン、訪問看護が関わっている。 

神戸市東灘区・芦屋市にある居宅介護支援事業所は66件あり、Ｍ病院はその居宅介

護支援事業所の 56.06％と連携している。提携しているサ高住の他事業所からの紹介

率が高くサ高住との太いパイプがある一方、元々つながりがなかった事業所やケアマ

ネからの新規訪問リハビリテーション依頼が増えている。法人内ケアマネの新規利用

者で訪問リハビリテーションを利用する場合、入院中や相談があった時点で関われる

ことが多いが、他事業所のケアマネとは退院後以降の関わりとなることが多く、初回

介入までに時間を要す。また、入院中患者で既に介護サービスを受けている場合には、

退院後に介護サービスを元の事業所で受けられるため、Ｍ法人サービスに繋げること

は困難である。 

3-3-5．訪問リハビリテーション総件数と新規件数 

2020 年度の総件数は 899 件で、月平均 74.92 件で、新規件数は年間 50 件で、月平

均 4.17 件である(表７)。施設入居や入院による終了が多いが、介護保険区分申請で

要介護度が低くなり在宅サービスで生活援助中心のサービスになり終了となるケース

もある。終了者は月平均で４件程度で新規開始も同等件数あり、常に訪問リハビリテ

ーションの枠は埋まっている状態である。終了者が出た次の月に新規開始する件数が

増加している。 
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表 7：訪問リハビリテーション総件数と新規件数 

 

3-3-6．訪問リハビリテーション部門の収入の推移 

サ高住への入居者増加とともに、訪問リハビリテーションが必要とされる方も増

え、それ以降Ｍ病院訪問件数は増加、収益も増加している（表８、図４）。月平均で

2019 年度は介入回数 508 回（件数 54 件）、2020 年度は介入回数 544 回（件数 56 件）

と増加しており、収益も 2018 年度より増加している。 

 

表 8：Ｍ病院リハビリテーション科訪問部門の収支 

 

総件数 新規 再開 終了 中止
2020.4 71 7 2 8 1

5 68 5 2 4 1
6 76 9 3 2 4
7 76 7 3 8 1
8 76 4 3 5 4
9 78 4 2 5 5
10 78 3 3 1 5
11 76 3 2 3 2
12 76 1 4 3 4

2021.1 75 0 3 4 3
2 75 4 3 3 3
3 74 3 3 2 4

合計 899 50 33 48 37
月平均 74.92 4.17 2.75 4.00 3.08

2018 2019 2020
病院収益 23,723,726 25,450,933 24,236,606
訪看収益 2,016,182 3,541,282 3,801,801
  医業収益 25,739,908 28,992,215 28,038,407
人件費 16,920,900 16,809,758 16,975,182
減価償却費 42,043 20,302 17,280
医業外費用 5,295 8,100 8,855
  費用合計 16,968,238 16,838,160 17,001,317
経常利益 8,771,670 12,154,055 11,037,090

人件費率 65.74 57.98 60.54
延べ訪問回数 7,206 8,134 8,029
常勤換算 3.10 3.27 3.03
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図 4： 2018～2020 年の月別のリハビリテーション科訪問部門 収入推移 

 

新型コロナウイルス感染拡大後も訪問部門は、介入件数を維持しており、昨年の紹

介は年間 50 件と前年度と同等であった。 

訪問リハビリテーション費のリハマネ加算は、前年度までを令和３年度の介護報酬

改定の加算体制に換算しなおすと月平均でリハマネ加算(Ａ)イ：180 単位は 19.08

件、リハマネ加算(Ｂ)イ：450 単位は 28.25 件だが、科学的介護情報システム(以下、

LIFE)に登録できていないため、リハマネ加算(Ａ)ロ：213 単位・リハマネ加算(Ｂ)

ロ：483 単位は一件も算定できていない(表９)。 

 

表 9：月別 各種リハビリテーションマネジメント加算の内訳 

 

2020年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 月平均加算件数
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Ｍ病院リハビリテーション科訪問部門の損益分岐点分析を以下に示す(図５)。訪問

リハビリテーションの提供に必要な設備及び備品は、当該病院、診療所、介護老人保

健施設における診療用に備え付けられたものを使用することができ、訓練に必要な物

品は病院から持っていくか訪問利用者に準備していただくことが多いため、材料費や

医薬品費はほぼなく、固定費は人件費のみで、変動費も極めて少ない。損益分岐点は

人件費とほぼ同じ 16,991 千円で、売上高の約４割が利益となる。 

 

図 5：Ｍ病院訪問リハビリの損益分岐点分析 

3-3-7．Ｍ病院リハビリテーション科の業務について 

Ｍ病院リハビリテーション科は、訪問部門、外来部門、デイケア部門に分かれてお

り、外来部門は亜急性期病棟、訪問部門とデイケア部門は療養病棟を半日ずつ担当し

ている。院内の入院対応業務と各部門を兼務するため担当患者数は多くなり、各種書

類も増える(表 10)。通常業務における各患者・利用者のアセスメント・マネジメント

や、病棟等の他部署との連携が不十分になることも少なくない。 

また、行政からの委託事業や、地域の NPO や民間企業、婦人会など他機関や他団体

からの要請により、介護予防事業や認知症予防などの地域包括ケア事業・活動にも協

力している。基本方針の一つである、「地域に根ざした信頼される施設を創る」事業
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体として、リハビリテーションスタッフも地域住民のニーズに応じて支え続ける活動

を実施している。 

人材育成に対し、Ｍ法人内のリハビリテーション科では2017年よりジョブローテー

ションを実施し、亜急性期～回復期～生活期を経験できるシステムになっている。

2021年度までは１年半で異動していたが、2022年度より２年半での異動となり、今ま

で１～３年目が行っていた各種係の業務がその上の年代に係ってくる。 

 

表 10：Ｍ病院リハビリスタッフが行う書類業務一覧（訪問部門と外来部門の比較） 

 

 

表 11：経験年数別 人材育成に係わる業務 

 

医療保険（毎月） 介護保険（3か月毎）
1 リハビリ総合実施計画書 診療情報提供書取り寄せ 診療記録 リハビリ実施計画書

2
目標設定等支援・管理
シート

訪問リハビリ指示書依頼 診療情報提供書取り寄せ
目標設定等支援・管理
シート（必要者のみ）

3 FIM記録 リハビリ実施計画書 訪問リハビリ指示書依頼 各チームの患者申し送り

4
各患者情報共有メール
（必要時のみ）

リハビリ実施報告書 サービス担当者会議 毎回の記録

5 毎日の記録 毎回の記録 リハビリ会議
6 退院時サマリー作成 リハビリ実施計画書
7 リハビリ実施報告書
8 リハビリ会議録
9 毎回の記録

一人当たり
平均担当数

訪問部門：2名
外来部門：5名

0.5名
毎月2〜4名換算
（全担当数 5〜12名）

2.78名

訪問リハビリ
病棟業務 外来リハビリ

2021年度 2022年度以降 予測

1〜3年目
各種係の業務
新人教育指導(エルダー制度)

  1〜3年目が担っていた業務が
  上の年代にシフトする

4〜7年目

8〜10年目

11〜15年目

16年目以上 管理業務 管理業務

新人発表の準備
後輩指導(メディエーター制度)
患者・利用者のマネジメント業務
実習生対応

（各種係の業務）
新人教育指導(エルダー制度)
新人発表の準備
後輩指導(メディエーター制度)
患者・利用者のマネジメント業務
実習生対応

教育に係わる業務内容
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3-3-8．Ｍ病院訪問リハビリテーションの SWOT 分析 

 Ｍ病院訪問リハビリテーションの SWOT 分析は以下である（図６）。Ｍ病院が展開す

る医療・介護の各事業や、Ｍ法人が取り組んでいる地域事業は、亜急性期から回復

期、在宅や療養の生活期、終末期まで関わることができ、地域への理解・経験値に貢

献し、人材育成に意味を成している。Ｍ法人病院勤務セラピストはジョブローテーシ

ョンを実施しているため、経験年数での従業員割合についてはＭ病院だけの課題では

ない。今後少子高齢化に伴い、リハビリテーション従事者や事務職員の確保はさらに

難しくなる。働きやすい職場づくりとして、「女性活躍/次世代育成支援対策推進法に

関する取り組み」や、「保育事業の運営」に取り組んでおり、産休・育休取得や時間

短縮勤務のスタッフが多い。 

 Ｍ病院周辺環境から、神戸市東灘区では2020年を境に人口減少を認める一方、要

介護者数は微増である。神戸市東灘区の高齢化率は 2015 年を比べ 1.45 ポイント上昇

の 24.75％で、要介護者数も 2015 年比で 2021 年は 117.63％の増加を認める。Ｍ病院

訪問リハビリテーションは COVID-19 感染拡大後一時 ST 介入の利用控えはあったが、

現在休止中の利用者は入院中などの状態変化に伴う理由であり、訪問件数は伸びてい

る。 

介護保険事業経営実態調査や全国訪問看護事業所協会の調査より、Ｍ病院訪問リハ

ビリテーションは全国平均と比較し、延べ訪問回数は常勤換算した従業員数に対し高

めの水準で、収益性は高く、常勤換算での一人当たりの訪問回数も 200 回を超えてい

る。人件費率は 60％台と低い値を保っており、損益分岐は人件費とほぼ同値なことか

ら、訪問リハビリテーションの収益性は高い。 

現在、Ｍ病院医師から利用者に対し訪問リハビリテーションの説明と同意を得てい

る割合は５割で、後の５割は利用者のかかりつけ医である。よって2020年度に介入し

た利用者に対しリハマネ加算(Ｂ)相当は６割の算定にとどまった。また主治医が他医

療法人や他クリニックではリハビリテーション会議などは不在となることが多く、そ

れに伴う減算も介護報酬改定毎に大きくなっている。 

Ｍ法人ケアマネからの訪問リハビリテーション紹介は４割程度で、他事業所からの

紹介の方が多い。他居宅支援事業所のうち、提携しているサ高住の居宅支援事業所か

らの訪問リハビリテーション紹介は 32.3％と多いため、今後も良好なお付き合いが必

要である。 

またリハマネ加算に関し、LIFE に登録できていないためリハマネ加算(Ａ)ロ(Ｂ)ロ

を算定できていない。業務タスクが増えることが要因として大きい。 
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現在、Ｍ病院訪問リハビリテーションは訪問での教育のしづらさと現場でのリスク

管理の観点から５年以上の経験者で構成されている。Ｍリハビリテーション病院では

経験年数中間層が４割以上を占め、１～５年目の若手に手厚い教育指導が可能である

一方、Ｍ病院リハビリテーション科職員は７割近くが若手であり、５年目以上が少な

い。 

 

 

図 6：Ｍ病院訪問リハビリテーションの SWOT 分析 

４４．．考考察察  

4-1．Ｍ病院訪問リハビリテーションの普及を阻害している要因 

要因①：業務タスクの多さ 

現在、訪問リハビリテーション部門は病院業務と訪問業務の兼務で、経験年数 5 年

以上の訪問リハビリスタッフで構成されており、院内患者・訪問リハビリテーション

利用者の対応と、人材育成として指導者の役割も大きく業務タスクが多い。若手や実

習生への教育指導等に係る機会が多い。一見訪問リハビリ部門での収益は高くても残

業や業務調整などで業務圧迫していることが考えられる。タスクが増えるとミスも増

えるため、サービスの質の低下は否めない。 

訪問リハビリテーションは医師の診療情報と訪問リハビリテーション指示書をもと

にケアマネが作成したケアプランに沿ったリハビリテーション会議や訪問リハビリテ
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ーション計画を立てるなど紹介から介入、継続する上でプロセスが多い。厚生労働省

が主管しているLIFEの活用は、介入することに価値が置かれたサービスからリハビリ

テーションのサービスの質・効果を問われることとなり、国を以って今後科学的介護

の実践が加速するであろう。しかし、Ｍ病院は導入のためのパソコン等の未整備なこ

とと、入力作業に負担を感じていることから未だ導入できていない。「通所・訪問リ

ハビリテーションのデータ収集システムの活用に関する調査研究事業 報告書」

(2020)でも全国のアンケート結果でシステムへのデータ入力作業と入力する利用者の

情報の収集の負担が大きいとされ、リハビリテーション計画の作成およびそのマネジ

メントの実施にあたり、利用者の情報を収集してデータ化を行うプロセスには、一定

程度の負担があることが示唆されている。LIFE に登録に際し、利用者マネジメントし

ながら書類業務も行う負担は増える可能性があり、更なる業務タスクの増加が懸念さ

れる。 

要因②：法人内リハビリテーション科の職員配置 

法人内リハビリテーション科において、各病院で人員の経験年数にばらつきがあ

る。役職者は管理業務を行うため、新人指導者や学生指導者の中心となる中間層の人

材が不足しており、６年目以降の人材育成に影響している可能性があり、若年層の一

人に係る教育が手薄になりやすい。2017 年以降ジョブローテーションの採用で、Ｍ病

院での若年層の離職は減ったが、経験２、３年目の異動に伴い中間層の教育指導や実

習指導など人材育成業務とその他雑務が重なってしまい負担が増えている。 

若手の訪問リハビリの従事希望者も多いため、今後人材育成・教育指導を強化し、

若手も訪問リハビリに従事できる体制が必要となる一方、上岡らの報告(2013)で訪問

リハビリテーションの教育内容に対して 75％が不十分と認識しているとあるように、

訪問で教育者が見えない環境での人材育成のしづらさがある。法人内のリハビリテー

ション科の職員配置検討も必要だが、現状中間層からの異動希望はほとんどない。地

域医療・介護に携わっているが、それらの必要性を十分理解されておらず、地域理解

についての職員教育の機会も少ないため、職員の興味・意欲に反映していない可能性

が考えられる。地域に根差した医療・介護を提供する医療福祉複合体として職員教育

のあり方やジョブローテーションでの職員配置である程度のコントロールは必要と考

える。 
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要因③：地域での他事業所との連携 

地域の医療法人や事業所からＭ法人の医療介護事業活動についての認知度は高いと

思われるが、他病院・クリニック医師のリハビリテーション会議の参加は皆無で横の

つながりは十分といえない現状である。法人外事業所では、Ｍ病院の空き状況や訪問

リハビリテーション提供体制が分かりにくいため、元々紹介して頂いている事業所か

らの紹介が多い。法人外事業所の複数ケアマネジャーからの紹介もあり、ある事業所

ではＭ病院訪問リハビリテーションを積極的に紹介してくださるケースも増えている

が、限定的である。Ｍ病院と提携しているサ高住のケアマネジャーからの訪問リハビ

リテーション紹介は多いため今後も積極的連携を行うとともに、Ｍ病院周辺地域で拠

点となる他の居宅介護支援事業所とも連携し、同地区の地域住民への効率的サービス

提供ができる体制づくりが必要である。 

藤井ら（2011）は、利用者のみではなく、その家族や利用者と関わりのある専門職

を顧客と位置付けて営業を続け、そこから顧客の求めるニーズを把握し、新しいサー

ビスを創っていく視点が必要と述べている。また、COVID-19 感染拡大において、通所

リハビリテーションから訪問リハビリテーションへのシフトが見られ、COVID-19 感染

拡大後2020年度の訪問リハビリテーションは増収である。これらのことから、在宅生

活・在宅医療において訪問リハビリテーションの必要性は今後も増すと考える。よっ

て地域連携をさらに強化し、利用者ひとりひとりに沿ったサービス提供ができる体制

づくりをさらに強化していく必要があると考える。 

4-2．Ｍ病院訪問リハビリテーションの経営課題 

経営課題①：業務負担軽減のためのマネジメントが不十分 

人員配置の偏りから中間層に教育指導も業務として加わるため、訪問リハビリテー

ション従事者業務タスク増加から組織内ストレッサが高まって職員の不満感、疲弊が

進み、離職につながらないよう、業務負担の軽減が必要である。今後効率的に加算算

定をして収益低下を防ぐためには、一人ひとりの業務量調整は必須となる。業務タス

クが多いことによる職員疲弊からの離職を防ぐためには、教育指導者とプレーヤーを

両立するための体制づくりが必要である。専門職業務とそれ以外で実施できる業務に

業務仕分けし、訪問リハビリテーション部門業務が圧迫しすぎない業務配分を図り、

やりがいをもって業務に携われるよう、創意工夫の必要があると考える。 

21 
 

経営課題②：安定した利用者獲得とシームレスな介入が困難 

現状、Ｍ病院訪問リハビリテーション部門は黒字経営で人件費率も全国平均より低

く高い利益率を維持できていることや、周辺地域で３番目に利用者数が多いことから、

この地域では利用者やケアマネジャーに選ばれる事業所であるといえる。しかし、従

業員の急な休み等の事業所側の理由で訪問リハビリテーション提供できないことに対

し、利用者にマイナスとなることと利益低下につながるため、取りこぼしなく安定し

た介入回数の維持と安定した収益を得る必要がある。訪問看護では、従業員数を増や

し訪問回数が多ければフォロー体制をとりやすいとあり、経営安定化を図るために訪

問看護ステーションの大規模化が推進されている（飯田 2019）。訪問リハビリテー

ションでもこれは有効と考え、安定した訪問回数と新規利用者の獲得し、利用者を主

としたフォロー体制がとれるように工夫していきたい。 

安定した利用者獲得について、厚生労働省の令和２年度介護事業経営実態調査結果

は、従業員が少ない小規模事業所は、利用者数の変動による影響を受けやすく１人１

日平均訪問回数を一定に保つことが困難であると報告している。また、全国訪問看護

事業所協会の報告によると、リハビリテーションは効率的に回れる人口密度が高いエ

リアで中・大規模のリハビリテーション従事者が多いステーションが黒字になる傾向

があり、逆に人口規模が小さい地域や訪問看護ステーションが集中する地域では事業

継続と利用者確保が課題となり、利益を上げるためには、利用者数の変動が少なく、

かつ高い訪問回数を維持できるよう、管理者は利用者マネジメントが重要であるとし

ている。Ｍ病院は人口規模が大きいエリアで展開しているが、人口減少傾向にあるた

め、長期的にみると現状のような利用者確保が困難になる可能性がある。 

法人内連携で情報共有はされているものの、退院前に訪問リハビリテーションの利

用を勧めても、退院後からの調整となることも大いにある。新規利用の場合は他のサ

ービスとの時間的兼ね合いもあり、介入開始まで２週間前後の調整時間を要し遅くな

る傾向にある。また在宅ケアに繋げるために医師の指示が必要だが、診療情報提供書

が遅くなると必然的に利用者介入も遅れ、制度的制限も大きい。前もって退院時期を

把握し、素早く対応できるよう体制を整える必要がある。退院直前から介入が決定し

ているケースは、退院前カンファレンスを通してケアプランを組むため退院直後から

開始するが、自宅内生活で日常生活動作の再構築による環境調整の必要性が退院時と

異なることや、COVID-19 感染拡大により外出・外泊が困難なために十分な自宅での日

常生活動作の評価がされていないまま退院するケースも増えている。令和３年介護報

酬改定では、退院退所後に３か月間の短期集中リハビリテーション介入が週12回可能
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ているケースは、退院前カンファレンスを通してケアプランを組むため退院直後から
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となったため、介護報酬の枠組みをうまく利用しながら、退院後から利用者の地域生

活を臨機応変に支援していくプランを、ケアマネはじめ利用者に係わるチームで考え

ていく必要がある。 

５５．．結結論論  

Ｍ病院訪問リハビリテーションの普及のために地域密着型をより強化し、院内教

育・人材育成とそれらのマネジメント、法人内連携と他事業所との連携を強化し、質

の高いリハビリテーションを提供する体制強化が必要である。 

兼務による業務負担については、専門職でなくても対応できる内容は業務仕分けを

する必要がある。現在の顧客にリピーターになってもらうためには、顧客満足を高め

て顧客ロイヤリティ向上と患者マネジメントに時間がさけるよう、ある程度の時間的

余裕は必要である。顧客シェアを獲得し利益を生み出るためにも、櫻井（2019）は、

従来から提唱されていた従業員満足から顧客満足への影響経路でなく，顧客満足が従

業員満足，特に職務満足や組織ロイヤリティに正の影響をもたらすと述べており、顧

客満足向上と従業員満足の向上のサービスプロフィットチェーンから、それらの相乗

効果を期待したい。 

地域連携については、シームレスな連携から早期に訪問リハビリテーションに繋げ

られることが、Ｍ病院訪問リハビリテーションの改善必要度の高い課題といえる。全

日本病院協会（2020）の報告によると、退院後に訪問リハビリテーションに移行した

ものについて、退院から訪問リハビリテーションの利用開始日までの日数が７日以内

の利用者は８日以上の利用者に比べ利用開始からその１か月後までの BI（バーサルイ

ンデックス）の上昇幅が、有意に大きいことが示されている。生活期リハビリテーシ

ョンに移行のタイムラグを短くするためには、「利用に関する最初の相談」や「退院

の連絡」、「診療情報提供書の提供」等の連絡や情報提供を早期に行うよう、これを促

すアプローチが有効とされている。よって早期から訪問リハビリテーションに移行す

ることが利用者にとって最重要となり、利用者の日常生活にも影響することがわかっ

ているが、他事業所の協力なしではその実現は困難である。法人外連携においては、

制度上、診療情報提供等で地域の病院・クリニックの協力が必須で、病院ぐるみのお

付き合いが重要で、普段から地域連携で関係性を持っておくことが大事と考える。ま

た、日本医師会の「日医かかりつけ医機能研修制度」の応用研修を１単位でも取得し

ていることが望ましいとされており、Ｍ病院だけでなく他法人の指示をいただく医師

にも協力が求められる。サービスの質を担保するためには、今まで以上に法人内・他
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法人との連携を強化し他事業所と切磋琢磨しながら一緒に成長できる関係性の維持と

継続が大切である。 
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民間病院激戦地域における医療法人Ｍの経営戦略 

－ポジショニング分析に基づく一考察－ 
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マネジメント、垂直連携 

 

１１．．ははじじめめにに 
 
今後、日本では高齢化率が高まるだけでなく、急速な人口減少が推測されており、

2065 年には総人口が 9,000 万人を下回ると推測されている（内閣府高齢社会白書 

2021）。このため日本政府は、団塊の世代が 75 歳以上となる 2020 年を目途に、重度

な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを、一人になったとして

も人生の最期まで続けることができるよう住まい・医療・介護・予防・生活支援が一

体的に提供されることを目指す地域包括ケアシステムの構築を推進してきた。このシ

ステムにおいて、医療機関が担うべき役割は大きいと考えられる。 

とくに、高齢化のピークや医療介護需要総量のピークは地域により大きく異なるた

め、地域完結型医療の構築に際しては、医療機関や介護機関との機能分化と連携を基

礎とした、地域医療構想がすすめられてきた。兵庫県下でも、2025 年の医療需要と必

要病床数が推計され、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の医療機能ごとに算出さ

れ（表１）、回復期病床の不足が明らかにされた（兵庫県地域医療構想 2016）。 

 

 

 


